
いわて未来づくり機構  

 平成 30年度総会・第１回ラウンドテーブル 
 

日時：平成 30年５月 21日（月） 

総       会 15:00～16:30 

ラウンドテーブル 16:35～17:40 

会場：サンセール盛岡 

 

        次     第        0 

総会（第１部）15:00～15:30 （会場：１Ｆダイヤモンド） 

１ 開会 

２ 共同代表挨拶  

３ 議事 

(1)議案第１号 平成 29年度実績報告（案）について 

(2)議案第２号 平成 30年度活動計画（案）について 

(3)その他 

４ 閉会 

 

総会（第２部）15:30～16:30                             0 

講演「復興・観光地域づくりと道路政策 

     ～社会資本政策の総合戦略とイノベーション～」 

講師 日本大学特任教授・筑波大学名誉教授 石田
い し だ

 東生
は る お

 氏 

 

ラウンドテーブル  16:35～17:40                         0 

１ 開会 

２ ディスカッション 「新たな社会基盤等を活用した三陸地域の 

産業振興や交流促進について」 

３ 閉会 

 

会員交流会 17:45～19:00 （会場：２Ｆ桐
とう

華
か

）      0 

 



出席者 

【講師】 

  日本大学特任教授・筑波大学名誉教授 石田 東生 氏 

【ラウンドテーブルメンバー】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

谷村  邦久 
岩手県商工会議所連合会長 
みちのくコカ・コーラボトリング㈱代表取締役会長 

高橋 真裕 (一社)岩手経済同友会代表幹事、㈱岩手銀行代表取締役会長 

米谷  春夫 大船渡商工会議所副会頭、㈱マイヤ代表取締役社長 

岩渕   明 岩手大学長 

鈴木  厚人 岩手県立大学長 

達増  拓也 岩手県知事 

【企画委員会委員】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

堀 江  淳 岩手県立大学副学長(総務)／事務局長【企画委員長】 

三浦  茂樹 ㈱岩手銀行常務取締役 

橋本  良隆 岩手県商工会議所連合会専務理事 

菅原  悦子 岩手大学理事（復興･地域創生･男女共同参画担当）／副学長 

藤田  康幸 岩手県政策地域部長 

【作業部会座長】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

小川 晃子 医療福祉連携作業部会座長 岩手県立大学社会福祉学部教授 

滝山 秀樹 かけ橋作業部会座長 岩手県政策地域部政策推進室調整監 

田代 高章 （欠席）復興教育作業部会座長 岩手大学教育学部教授 

森  達 也 いわて復興未来塾作業部会座長 岩手県復興局副局長 

小野寺純治 
ふるさといわて創造作業部会座長 岩手大学 学長特別補佐 

／ふるさといわて創造プロジェクト推進コーディネーター 

佐々木 淳 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進作業部会座長 岩手県理事兼科学 ILC 推進室長 

菅原 健司 新しい三陸創造作業部会座長 岩手県政策地域部地域振興室地域振興監 

庄司知恵子 子育て支援作業部会座長 岩手県立大学社会福祉学部准教授 

 



議案第１号  

 

平成 29年度実績報告（案）について 

 

 いわて未来づくり機構 会則第７の３（２）により、平成

29年度実績報告（案）について、次の通り承認を求める。 

 

 

 

 

平成 30年５月 21日 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成29年度いわて未来づくり機構実績報告（案）  

議案第１号 

１ 総会・ラウンドテーブルの開催 

内  容  

■総会 
 開催日：H29.6.19(月) 

 場所：エスポワールいわて 

・平成28年度活動実績報告、平成29年度活動計画を承認 
・「地方創生の現状と今後」と題し、東京大学大学院法学政治学研究科
金井利之教授より講演 

■第１回ラウンドテーブル 
 開催日・場所： 同上 

・「ふるさと振興」をテーマにディスカッション 

■第２回ラウンドテーブル 
 開催日：H29.12.26(火) 

 場所：岩手県庁 

・「機構の見直し」及び「今後10年の取組の方向性」をディスカッション 

■第３回ラウンドテーブル 
 開催日：H30.3.19(月) 

 場所：エスポワールいわて 

・平成29年度活動実績等について報告 

・「第３フェーズ目標及び県民運動」をディスカッション 

・「新しい三陸創造作業部会」及び「子育て支援作業部会」の新設を決定 

・岩手大学 岩渕明学長を共同代表に選任 



   

主な活動 

ＩＬＣの実現に向けた取組 ・国、国会議連等への要望活動 
・巡回授業や講演会活動等による啓発 
・各種媒体（TV、HP、キャラバン、広報誌、うちわ等）による広報活動 
・いわて加速器関連産業研究会による技術セミナーや環境視察会の開催 
・受入環境整備に向けた検討（教育、産業振興等の分野ごとに検討） 

いわて花巻空港への国際
定期便の就航に向けた 
取組 

・県台湾・香港訪問ミッションへの参加 
・現地の大学との学生交流・研究交流 
・留学生によるチャーター便利用者への入出国サポート 
・台湾ビジネスセミナーの開催、台湾商談会等への出展支援 
・水産加工会社と連携した海外マーケット展開に関する研究の実施 

世界遺産を活用した地域
振興の取組 ・いわて世界遺産パネル巡回展の開催など、国内外への情報発信強化 

・世界遺産教育や観光地域づくりを目的とした講座の開講 
・平泉文化セミナー、平泉文化フォーラム、シンポジウム等の開催 
・橋野鉄鉱山の魅力向上のためＡＲを活用したアプリを開発 
・御所野遺跡の登録に向け推薦書案を作成、縄文フォーラムを開催 

ラグビーワールドカップ
2019™釜石開催に向けた
取組 

・「ラグビーワールドカップ2019™釜石開催実行委員会」の設立 
・外国人留学生モニターツアー実施による観光客受入態勢整備への協力 
・地域課題解決プログラムを通じたスポーツツーリズムの推進 
・各種イベント等でのブース出展、キャラバンの実施などによる情報発信 
・スタジアム仮設施設整備に係る財政支援の国への要望 

２ 県民運動 



３ 作業部会 

部会名【担当機関】 主な活動 

医療福祉連携 
 【県立大】 

・釜石市及び一関市において、重層的見守り実証実験を継続 
 （釜石市：平成27年度～、 一関市：平成28年度～） 

かけ橋 
 【県】 

・復興支援プロジェクト「いわて三陸復興のかけ橋」を展開 
・復興支援マッチングにおいては84箇所でマッチングが成立 

復興教育 
 【岩手大】 

・「いわての師匠」派遣事業による２件の講師派遣を実施 
・県教委と協議・意見交換会を開催 

いわて復興未来塾 
 【県】 

・いわて復興未来塾を４回開催 
・講師等や参加者の意見交換により様々な人的ネットワークを形成 

ふるさといわて創造 
 【岩手大】 

・「ふるさと発見！大交流会 in Iwate2017」の開催 
・インターンシップ・コーディネーターの合宿研修及びネットワーク化 
・杏林大学との連携強化 

🈟イノベーション推進 
 【県】 

・県内各機関の取組の状況の調査分析 
・県内各機関の取組状況及び研究開発に係る状況の調査分析 

４ その他 

 ・活動の企画・調整を担う組織として、企画委員会を５回開催。 



議案第２号  

 

平成 30年度活動計画（案）について 

 

 いわて未来づくり機構 会則第７の３（１）により、平成

30年度活動計画（案）について、次の通り承認を求める。 

 

 

 

 

平成 30年５月 21日 

 

 

 

 

 

 

 



作
業
部
会 

ILCなど科学技術の進展への対応 復興と新たな社会基盤等の活用 人口減少下における地域の活力維持 県
民
運
動 

【第３フェーズ目標（2018年度（平成30年度）～2022年度）】 

       

科学技術の進展と整備が進む社会基盤を生かした、人口減少に負けない地域づくり 

～県民の幸福を守り、育てるために～ 

目
標 

平成３０年度 いわて未来づくり機構 活動計画(案) 
議案第２号 

イノベーショ
ン推進 

かけ橋 
いわて復興
未来塾 

🈟 新しい 
三陸創造 

復興教育 
ふるさと 
いわて創造 

医療福祉 
連携 

🈟 子育て 
支援 

県内各機関の
持 つ ポ テ ン
シャルを生か
したイノベー
ションの創出 

復興支援プロ
ジェクト「い
わて三陸復興
のかけ橋」の
推進 

復興や地域づ
くりの担い手
の 育 成 及 び
ネットワーク
づくりの推進 

大規模ｲﾍﾞﾝﾄ
の成功と その
ﾚｶﾞｼｰを三陸
地域振興等に
つなげる。 

いわての復興
教育プログラ
ムの推進支援 

地域を担う人
材の育成と地
元定着の推進
支援 

地域包括ケア
における情報
通 信 技 術 (AI 
IoT)と社会技
術の融合 

母と子だけで
なく家族全体
を支える岩手
版ネウボラの
開発 

◆平成29年度
の調査分析結
果を踏まえ、
将来の姿の実
現に向け、取
組の方向性を
取りまとめる。 

◆ 復 興 支 援
マッチングの
推進 

◆復興関連情
報の発信 

◆復興支援ﾈｯ
ﾄﾜｰｸの強化 

◆復興の担い
手となる人づ
くりの観点か
ら、いわて復
興未来塾を年
３回開催 

◆三陸防災復
興ﾌﾟﾛｼ ﾞｪｸﾄ
2019の成功
に向けた取組 

◆ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙ
ﾄﾞｶｯﾌﾟ2019™
釜石開催の成
功に向けた取
組 

◆復興教育の
講師を派遣す
る「いわての
師匠」派遣事
業の推進 

◆ふるさと発
見！大交流会 
in Iwate2018
の開催 

◆地域志向型 
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
の企画等 

◆会員向けｱﾝ
ｹｰﾄの実施 

◆県内の地域
包括ケアに資
するためのAI
や IoTの技術
活用の事例を
調査 

◆県内におけ
る子育て支援
環境の実態把
握 

部
会
名 

活
動
方
針 

主
な
活
動 

http://iwate-fukkou.net/


情
報
発
信 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

活動をより効果的に展開していくため、積極的に情報発信を行う。 

① 会員団体の総会等を利用した団体構成員等に対する機構の取組内容の周知 
② 機構だより、電子メール等を利用した会員向け情報提供（随時） 
③ 機構ホームページからの一般向け情報発信 
④ 県民の理解増進を図るため、マスコミへの情報提供の強化 

主要行事 概   要  

総会 

時期：５/２１ １５：００～１６：３０ 

会場：サンセール盛岡 

・平成２９年度活動実績の報告及び平成30年度活動計画の審議承認 
・講演「復興・観光地域づくりと道路政策 
     ～社会資本政策の総合戦略とイノベーション～」 
         日本大学特任教授・筑波大学名誉教授 石田 東生 氏 

第１回ラウンドテーブル 

時期：５/２１ １６：３５～１７：４０ 

・ディスカッション「新たな社会基盤等を活用した三陸地域の産業振興や交流促進 

           について」 

 

  ※ 終了後交流会を開催 

第２回ラウンドテーブル 

時期：１１/２７ １０：００～１２：００ 

会場：盛岡市内 

・作業部会の活動状況中間報告 

・ディスカッション （中間報告について、意見交換・質疑等） 

第３回ラウンドテーブル 

時期：２月 

会場：盛岡市内 

・講演及びディスカッション 

 （その時点における県政の重要課題に応じテーマを決定） 



いわて未来づくり機構 平成 30年度総会第２部 講演資料 

 

講演：復興・観光地域づくりと道路政策 

   ～社会資本政策の総合戦略とイノベーション～ 

 

講師：日本大学特任教授・筑波大学名誉教授 

   一般財団法人日本みち研究所 理事長 石田
い し だ

 東生
は る お

 氏 

 

□ 主な御経歴 

  1951 年 大阪府生まれ 

  1974 年  東京大学土木工学科卒業 

1978 年 東京工業大学助手 

1982 年 工学博士（東京大学） 

1982 年 筑波大学社会工学系 講師 

1996 年 筑波大学社会工学系 教授 

2007 年～2012 年 学長補佐 

  2017 年 定年退官、同年 筑波大学名誉教授 

 

□ 専門分野 

社会資本政策・交通政策・国土計画 

 

□ 主な社会活動 

・ 国土交通省 社会資本整備審議会道路分科会長 

・ 観光庁  世界に誇れる広域観光周遊ルート検討委員会副座長 

・ 経済産業省 産業構造審議会臨時委員 

・ 環境省  中央環境審議会臨時委員 

・ 内閣府  総合科学技術イノベーション会議 専門委員 

・ NPO 法人 日本風景街道コミュニティ 代表理事 

 ・ (一社)日本モビリティ・マネジメント会議（JCOMM）顧問・前代表理事 

 

□ 主な著書 

 『環境を考えたクルマ社会（共著）』（技報堂） 

『都市の未来（共著）』（日本経済新聞社） 

『みち――創り・使い・暮らす』（技報堂） 



 

 

 平成 30年度 いわて未来づくり機構 

 

部会実績報告及び活動計画 

 

 

医療福祉連携作業部会 ・・・・・・・・・・・・・ １ページ 

かけ橋作業部会・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ページ 

復興教育作業部会 ・・・・・・・・・・・・・・・１３ページ 

いわて復興未来塾作業部会 ・・・・・・・・・・・１７ページ 

ふるさといわて創造作業部会 ・・・・・・・・・・２１ページ 

イノベーション推進作業部会 ・・・・・・・・・・２９ページ 

新しい三陸創造作業部会 ・・・・・・・・・・・・５５ページ 

子育て支援作業部会 ・・・・・・・・・・・・・・５６ページ 

参考１ 



 

 

いわて未来づくり機構 医療福祉連携作業部会の 

実績報告・活動計画（30.5.21） 
テーマ： 地域包括ケアにおける社会技術としての医療・福祉連携 

 座長：小川晃子 担当機関：岩手県立大学 

 

報告要旨 

平成29年度は、「被災地における重層的見守り」に関する医療・福祉連携の社会

実験を釜石市と一関市で実施し、ICT活用見守りと人的見守りの重層化の効果を明

らかにした。 

 こうした成果を踏まえ、平成30年度からは地域包括ケアに資する社会技術として

の医療福祉連携に基軸を移す。AIやIoT等先進技術の活用も視野に入れるが、それ

を社会的に有用なものとするための社会システムづくりを、岩手医科大学・岩手保

健医療大学関係者等とも連携をとり、岩手発の取り組みを進めていく。 

 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

①部会 

②実証実験 

 

 

 

①ほぼ２ヶ月に1回開催し、プロジェクトの運営・点検を行った。 

②釜石市平田地区では、平成27年10月からの実証実験を継続し、平

成29年6月には血圧見守りをスマホ活用に切り替えた。 

 一関市沢内アパート（災害公営住宅）では、平成28年1月からの実

証実験を継続した。 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

①産学官の検討体制を維持 

 

 

②外部資金の活用 

 

③成果報告・普及 

 

①岩手県立大学教員、医療関係者（遠隔医療学会等）、岩

手県、岩手県社会福祉協議会、㈱ＮＴＴドコモ、㈱ヤマト

運輸等によるプロジェクト体制を維持。 

②米国クアルコム社助成と岩手県立大学復興加速化プロ

ジェクトの研究費の活用 

③地域包括ケア体制づくりに資する政策提言 

・第21回日本遠隔医療学会学術大会において5名で取り組

みの報告をした。うち、「地域包括ケアにおける重層的見守

りの有効性－釜石市平田における実証実験を事例として」

が優秀論文賞を受賞。 

・平成29年8月26日機能強化型在宅療養支援チーム“いわ

い西”勉強会（一関市共催）のパネルディスカッションにおい

て取り組み紹介 

・平成29年6月19日釜石市平田においてスマホを活用した

血圧測定切り替えの説明会を学生等と実施。（6月20日岩

手日報記事参照） 



 

 

 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

テーマを「地域包括ケアにおける社会技術としての医療福祉連携」とする。 

①これまで作業部会で取り組んできた重層的見守りを発展させ、地域包括ケアにおける情報通信

技術と社会技術の融合策を検討し、可視化する。 

②高齢化が進展する岩手県において必要な生活支援策を新たに開発する。まずは、医療・福祉

サービスに高齢者がアクセスできるよう、新たな送迎の仕組づくりの社会実験を行う。 

③こうした取り組みは、地域コミュニティのなかで医療・福祉の専門職と地域住民を繋ぐ仕組みづく

りであり、その成果は高齢者の自立支援や健康長寿の延伸に寄与する。そのなかで、アクティブ・シ

ニアが自発的に安否や健康に関する情報を発信したり、相互にそれを支えあう社会活動を県民運動

として提案する。 

  

(２)活動計画 

 ①2020年度まで仮設住宅が残る地域における重層的見守り体制づくりを行う。  

②県内の地域包括ケアに資するためのAIやIoTの技術活用の事例を調査し、今後の実証実験（テ

ストベッド事業）の企画を行う。 

  ③医療や介護予防等の福祉サービスにアクセスするためには、送迎事業が必要である。地域の

社会資源を活かした新たな送迎策を検証し開発する。 

④高齢者どうしの相互見守りなど、県民の力を活かしたコミュニティづくりの案を作成する。 
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盛岡タイムス Web News

盛岡タイムス Web News

1/1 ^-i
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■ 滝沢市で社会実験 高齢世帯の通院送迎 県立大・こんのクリニックロヤマト
買い物支援と組み合わせ

霙[基盤論理群軋

裔
通院送迎をモデルとして課題を抽出し、官民
の地域資源を生かした支援の在り方を探る。

の目鰈 蒻。明鴨 程橙海馴 賭ふじr′単楊京攀織 踊
費の負担が大きい。妙子さんは同居する90代の母親の昼食も気にしながら毎回、正さんに寄り

添つている。

「すたすた歩ける状況ではないので、夫一人では車の乗り降りも、院外処方で薬をもらうのも難

しい。付き添いなしで通院できる送迎サービスがあればありがたい」と話す。

一家を切り盛りする妙子さんも間もなく後期高齢者。「この先、どうなるのか、予想できない。私

たちのような高齢者世帯は増えていると思う。こうした家族の状況を理解してほしい」と願つた。

慮辮 ぶ目毬覺寸電製飛峯翻度』譲慶琶曇譜 鯰 證 錦 i灘 露 皿 譜 鋪
が義務づけられ、免許返納後の交通支援が喫緊の課題だ。

「高齢の夫婦二人や一人暮らしの患者が増えている。免許返上後のバックアップ体制は、タクシ

ーの割り引きやコミュニティーバスの運行程度で、まだ整つているとは言えない。社会実験を通し

喜饉 ふな藻簑轟説ギ暑ま酪蓑鍵饉質最省当諮覧罰暑万織厨挫霧に
方向性を探る。

との兼ね合いなども検討する必要があるという。

1 ぺ骰驚ざ盟不
い」と話した。

ホームペ査び雇昌ξttr        [奮酪る情報は
E―M理

トップヘ

http:ノ与/W"～v.morioka‐ tiines.colll1/nc、vs/2018/1802/27/18022701.htm 2018/02/27



いわて未来づくり機構 かけ橋作業部会の実績報告・活動計画（30.5.21） 

 
テーマ：「いわて三陸復興のかけ橋プロジェクト」の推進 

 座長：滝山 秀樹 担当機関：岩手県 

 

 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

平成29年8月7日 

 

 

 

 

 

平成30年１月22日 

第９回作業部会開催 

・ 平成28年度活動実績及び平成29年度活動計画について 

 ・ いわて三陸復興のかけ橋プロジェクト及び当部会の今後の方向性

について 

 

 

第10回作業部会開催 

・ 平成29年度活動実績及び平成30年度活動計画について 

 ・ いわて三陸復興のかけ橋プロジェクト及び当部会の今後の方向性

について 

 

報告要旨 

プロジェクト概要  東日本大震災津波からの復旧・復興には、行政はもとより、

広く民間等の取組も重要であることから、平成23年から、被災地が抱える課題と

県内外からの支援の提案をマッチングさせ、行政や民間、ＮＰＯ等のアイデア、

行動力を結集させた取組を展開。 

 
・ 被災地の課題は、一過性のものから、産業やコミュニティ再生等の中長期的な課題に

移行。震災の風化が進み、県外の一部の企業・団体では、復興支援に代えて、ＣＳＲ（企

業の社会的責任）や企業の利益も目指すＣＳＶ（共通価値の創造）の活動を展開。 

こうした被災地の環境変化への対応が課題となっている。 

・ 平成29年度は、中長期的視野に立ったマッチングを促進するなど、量から質への転換

を図りながら、前年度に引続き「復興関連情報の発信」、「復興支援ネットワークの強

化」の取組も併せて推進した。 



 

 

 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果 

(1) 復興支援マッチング 

短期、中長期の支援について以下の

２系統の体制で対応。 

① 短期的支援 

物資供与やボランティア派遣等の

支援マッチングは、一定のニーズが

あることから継続して対応。 

② 中長期的支援 

産業再生やコミュニティ再生等の

支援マッチングの要請に重点的に対

応。 

 

【目標：支援箇所数 100箇所】 

 

(2) 復興関連情報の発信 

被災地の復興の進捗状況や様々な活

動を復興支援ポータルサイト「いわて

三陸復興のかけ橋」やツイッター、フ

ェイスブック等により総合的に情報発

信。 

 

【目標：復興トピックス掲載数 200件】 

 

(3) 復興支援ネットワークの強化 

復興支援を速やかに実現できるよ

う、都内で「岩手かけ橋共創ネットワ

ーク会議」を開催し、県内外のネット

ワークを構築・強化する。 

 

【目標：ネットワーク構築企業数 50社】 

 

 

 

① 「いわて三陸復興のかけ橋推進協議会」

に配置する復興支援員を中心に実施。 

 

 

② （一社）ＲＣＦへの業務委託事業。被災

地の課題やニーズを把握し、首都圏の企業

等61社を訪問し、復興支援の誘致に注力。 

 

 

【実績：84箇所】 

 

 

ポータルサイトにおいて、被災地への関心

が高まる情報や支援マッチングの事例等を随

時掲載したほか、Ｙａｈｏｏ！など大手媒体

との連携や、ＳＮＳを活用し情報発信してい

る。 

 

【実績：532件】 

 

 

H29.9及びH30.2の２回開催し、沿岸被災地の現

状やニーズの紹介や、支援企業の活動について情

報交換し、支援提案等の情報を積極的に提供。 

 

 

【実績：92社】 



 

 

 

 

３．平成30年度の活動計画 

被災地の復興支援員等の多様な主体との更なる連携の強化も見据えつつ、復興の段階に

応じ、「復興支援マッチング」等の取組を実施。 

① 復興支援マッチング  

中長期的支援を主力としつつ、引続き２系統での体制で復興支援マッチングを推進。 

・ 産業再生等の支援マッチングについては、業務委託等を通じ、首都圏等の企業のビジネ

ス展開にもつながる協働事業の誘引を図る。 

・ 物資供与やボランティア派遣等の従前からの支援マッチングは、いわて三陸復

興のかけ橋推進協議会を中心に対応。 

        【目標：支援件数 30件】 

② 復興関連情報の発信 

被災地の現状と、復興の状況を伝えるため、復興支援ポータルサイト「いわて三陸

復興のかけ橋」やＳＮＳ等により総合的に情報発信。 

【目標：復興トピックス掲載数 400件】 

③ 復興支援ネットワークの強化 

 復興支援を速やかに実現できるよう、県内外のネットワークを構築・強化。 

【目標：ネットワーク組織会員企業・団体数 90社】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業課題 

首都圏では、震災の風化が進み、企業の支援の意向も変化しており、また、復興の段階

が移行する中で、被災地の課題も変化しており、これらに適切に対応することが求められ

ている。 

① 産業振興などの中長期かつ継続的な支援への対応・連携 

② 企業のＣＳＶ活動など、新たな支援形態への対応・連携 

③ これまでの支援活動・成果の持続的地域活動への展開・橋渡し 



【久慈東高校での講演の様子】 

参考：平成 29年度取組事例 

１ 復興支援マッチング 

【取組事例①】アサヒグループホールディングス㈱ 

  １ 機構と同社が平成 26 年 12 月に締結したアライアンスに基づき、「いわて三陸復興

のかけ橋プロジェクト」の一環として、被災市町村の郷土芸能の保存・発展に寄与す

るコミュニティ活動を支援する「アサヒグループ・コミュニティ助成事業」の実施に

全面協力。 

 ２ 平成 29年度は沿岸 12市町村 36団体に 2,000万円を超える助成を実施。 

    

 

【取組事例②】三井物産㈱ 

  １ 被災地で同社が手掛ける「未来への教科書～For Our Children」出前授業プロジ

ェクト（※）の実施に協力している。 

    ※ 「地域のキーパーソンの言葉をそのまま届けることを通じて、大震災から立ち

上がろうとする人々の力強い姿を広く伝えたい」という主旨のもと実施 

 ２ 平成 29年度は、久慈東高校、大船渡市立吉浜中学校での実施に協力している。 

 

 

 

  

 

【支援対象の山車（久慈市）】 【目録贈呈式（平成 29年９月 11日）】 

○久慈東高校 

日時：平成 29年 12月８日 

講師：Three Peaks Winery 代表  

及川武宏氏 

○大船渡市立吉浜中学校 

日時：平成 30年２月 28日 

講師：NPO法人 森は海の恋人副理事長  

畠山信氏 

○久慈高校 

日時：平成 30年３月 13日 

講師：一関平泉イン・アウトバウンド推進協議会 

ディレクター  

佐藤柊平氏 

 



２ 復興関連情報の発信 

 

【情報発信①】復興支援ポータルサイト、ＳＮＳによる情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【情報発信②】オルタナ・オンラインページ等での情報発信 

 

■ポータルサイト「いわて三陸復興のかけ橋」を管理・運営 ■ＳＮＳで情報を随時拡散（Twitter、Facebook）  

 



 

【情報発信③】ポータルサイト掲載 復興トピックス記事例① 

 

 

 

 

 

 



【情報発信③】ポータルサイト掲載 復興トピックス記事例② 

 

 

 

 

 



３ 復興支援ネットワークの強化 

 

【ネットワーク構築事例】岩手かけ橋共創ネットワーク会議の開催 

 

首都圏の企業等と、県及び市町村の担当者等が、意見交換する機会を都内で提供。 

企業・自治体のネットワークの強化を図り、発展的なマッチングの実現を目的として開

催しているもの。 

第１回 

日  時：平成29年９月４日 

場  所：東京都千代田区（全国都市会館） 

参加者：54名 

内  容 

・県から三陸地域の復興の状況や課題のほか、三陸DMOやラグビーワールドカップ

2019™釜石開催等の新たな動きを説明。 

・企業からは復興支援活動の取組事例を発表した後、「ヒトとモノの新たな潮流に

よる地方創生」をテーマに意見交換を実施。 

第２回 

日 時：平成30年２月７日 

場 所：東京都千代田区（Nagatacho GRID） 

参加者：45名 

内 容 

 ・県から沿岸、県北の各広域振興局における取組状況を説明。 

・地域・企業・自治体の取組事例等を発表した後、「躍動する地域から仕掛ける「ま

ち・ひと・しごと」〜岩手での共創へのチャレンジ〜」をテーマに意見交換等

を実施。 

  



いわて未来づくり機構 復興教育作業部会の 

実績報告・活動計画（30.4.20） 

テーマ：復興を担う人材の育成 

 座長：田代高章 担当機関：岩手大学 

報告要旨 

本部会では、平成26年度から「いわての師匠」派遣事業を実施している。 

平成29年度においても、引き続き各学校からの依頼に基づき講師派遣・プログラム提供を実施。 

計２件の派遣を行った。 

今年度は広報活動を強化し、小中高等学校の校長会等で活動のPRを行ったが、結果として依頼件数 

は減少した。このことについて、どこに要因があるのか岩手県教育委員会と協議を行い、学校側のニーズ

の把握に努めるとともに、平成31年度以降の在り方について検討を開始した。

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

平成30年3月2日 岩手県教育委員会学校調整課との意見交換の場を設け、今年度の実績の

共有を行うとともに今後の効果的な広報の在り方や来年度以降の実施

に向け意見交換を行った。

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

「いわての師匠」派遣事業の県内小

中学校、高校への周知活動を継続し

て行い、引き続き各校の依頼に基づ

き講師派遣・プログラム提供を行う。

〇岩手県教育委員会の協力の下、県内の小中高校へのPR活

動の一環として、4月の校長会等で資料を配布した。 

〇「いわての師匠」派遣事業 実施状況 

各学校からの依頼に基づき、講師派遣・プログラム提供

を行い、平成29年度は2件の講師派遣を行った。

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

〇「いわての師匠」派遣事業の県内小中学校、高校への周知活動を継続して行い、引き続き

各校の依頼に基づき講師派遣・プログラム提供を行う。 

〇学校側のニーズに沿った活動の検討 

(２)活動計画 

〇学校側の依頼により「いわての師匠」派遣事業を実施する。 

〇岩手県教育委員会の協力のもと、本事業の趣旨・活動内容について、県内の小中高等学校長

会議等での説明や資料配布による周知を行う。 

〇いわての復興教育プログラムが平成30年度で一区切りとなることから、平成31年度以降のこ

とについて引き続き検討を行う。 



実施NO．
依頼元

学校名・機関名
実施日 対象学年・人数 会場

派遣元
機関名・講師名

講演内容

1 八幡平市立西根中学校
7月6日（木）
10:45～12:35

2年生　84名 八幡平市立西根中学校

岩手医科大学 災害医学講座
特命教授　眞瀬　智彦
特命助教　藤原　弘之

災害時地域医療支援教育セン
ター職員

・災害時の医療活動について
・災害時の情報通信
・ラップポン

2 一戸町立鳥海小学校
11月18日（土）
13:45～15:15

小学校１～6年生　27名
保護者　21名
教職員　8名

一戸町立鳥海小学校
岩手大学教育学部
非常勤講師　吉田智子

『「きょうもげんきだ！」～はやね・はやおき・あさごはん～』
・子どもの成長と睡眠の関係について
・朝食の役割と献立について
・外遊びと運動能力の関係について

H29年度 「いわての師匠」派遣事業 講師派遣状況一覧（H30.3.31現在）



（ 様式２）

「 いわての師匠」 派遣事業 授業・ 講演実施報告 

提出先： いわて未来づく り機構復興作業部会事務局（ 岩手大学地域連携推進課）

FAX 019-621-6493   e-mail renkei@iwate-u.ac.jp 

２０１７年７月６日 

                 学校名 八幡平市立西根中学校 

授業・ 講演等実施日時・ 会場

   ２０１７年７月６日（ 木）   １０時４５分～１２時３５分 

授業・ 講演等者所属・ 氏名

災害医学講座 特命教授 眞瀬 智彦 

災害医学講座 特命助教 藤原 弘之 

 災害時地域医療支援教育センター職員 

授業・ 講演等対象・ 参加人数

八幡平市立西根中学校２学年８４名 

実 施 内 容

  本校２年生は姉妹都市である宮古市を９月に訪問し、ボランティア活動を行う 

 予定である。１年生は陸前高田、３年生は釜石方面をそれぞれ３年間継続して訪 

問し、復興の様子を見届けながら地元の方々 と交流をしている。  

  今年度２年生は田老の防災センターを訪れ当時の様子や防災についての学習を 

する予定であるが、その事前学習として「 生きる」「 備える」「 関わる」 の備える 

 にかかわる講演会としていわての師匠派遣事業の講演会をお願いした。  

  当日は災害時の医療について講演をしていただき、優先順位をつけて治療にあ 

たるトリアージについて学んだ。後半は衛星電話、トランシーバー、携帯トイレ 

 について体験した。九州では大雨による災害も発生している。災害がなんどき起 

きるか分からないので、そのために心の備えをする必要がある。その時のために 

 もこのような体験は必要であると思う。  

≪ ≫注意 本報告は授業・ 講演等実施後10日以内にご提出ください。本報告は提供・ 派遣元機

関等に報告します。提供・ 派遣した機関等では本報告内容（ 写真含む） を公表する

場合もございますので、ご了承のうえでご報告願います。 



（ 様式２）

「 いわての師匠」 派遣事業 授業・ 講演実施報告 
提出先： いわて未来づく り機構復興作業部会事務局（ 岩手大学地域連携・ COC推進課）

FAX 019-621-6493   e-mail renkei@iwate-u.ac.jp 

平成２９年１１月２７日 

                 学校名 一戸町立鳥海小学校 

授業・ 講演等実施日時・ 会場

講演日時 ２９年１１月１８日（ 土） １３時４５分～１５時１５分 

講演会場 鳥海小学校 体育館 

授業・ 講演等者所属・ 氏名

岩手大学教育学部非常勤講師吉田智子氏

授業・ 講演等対象・ 参加人数

鳥海小学校 １～６年生（ 全校児童） ２７名，保護者２１名，教職員８名

実 施 内 容

＜演  題＞ 「 きょうもげんきだ！」 ～はやね・ はやおき・ あさごはん～

＜講演要旨＞ 

・ 子どもの成長と睡眠の関係について 

・ 朝食の役割と献立について 

・ 外遊びと運動能力の関係について 

＜児童の感想から＞ 

・ はやね・ はやおき・ あさごはんのことをたく さんおしえてもらいました。８時にねると

いいことがわかりました。今度から８時にねたいです。 
・ 生活習慣を見直すいい機会になりました。よりよい生活をしていこうと思いました。  

＜保護者の感想から＞ 

・ 子どもたちが９０分間もしっかり話を聴いていたことに驚きました。睡眠の時間だけで

はなく ，睡眠をとる時間帯も大事だと解りました。朝食はご飯と具だく さんの味噌汁が

よいと聴き、早速見直しをしようと思いました。  
・ 睡眠の役割や学力との関係、睡眠不足が不登校を引き起こすことなど、お話を聞いて知

らなかったことがたくさんありました。 
＜講演による効果＞ 

長年研究を続けてきた講師から睡眠や朝食の大切さを，豊富な資料と具体的な例を示

していただきながら解りやすく教えていただきました。生活習慣を見直したいという児

童が多く見られました。児童・ 保護者・ 教職員と三者が同時に講演を聴く ことで，今後

も協力し合いながら実践するための拠り所となる有意義な講演会となりました。  



 

 

いわて未来づくり機構 いわて復興未来塾作業部会の 

実績報告・活動計画（30.5.21） 
 

テーマ： 復興や地域づくりの担い手の育成及び人材のネットワークづくり 

 座長：森 達也 担当機関：岩手県復興局 

 

報告要旨 

復興を担う個人や団体など多様な主体に学びの場を提供するとともに相互の交流

や連携を図りながら、復興や地域づくりの担い手の育成と人材のネットワークづく

りを推進するため、「いわて復興未来塾」を開催した。 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 
 

回 開催日時 会 場 テーマ 参加者数 

第１回 
平成 29 年 

 6 月 24 日（土） 

ホテルルイズ

盛岡 

多様な視点から考える復興の今と

将来 
約 140名 

第２回  9 月 16 日（土） 大船渡魚市場 
ふるさといわて三陸～なりわ

い発展の戦略を探る～  
約 150名 

第３回 
平成 30 年 

 1 月 27 日（土） 

エスポワール

いわて 
復興の希望未来予想図を語る 約 200名 

第４回  3 月 17 日（土） 
ホテルルイズ

盛岡 

地域をつなぎ、未来を拓く～新たな交流

から生まれる三陸の可能性を探る～ 
約 120名 

 

※各回の詳細は、別紙のとおり。 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

(１)目標・出すべき成果 

県復興実施計画（第３期）が策定

されたことを踏まえ、復興後の地域

振興を見据えた議論に資する開催

内容にする必要がある。 

(２)活動計画 

・年４回開催。 

・開催内容は、県内外の有識者による 

講演や被災地等で活躍する人たち

による報告など。 

（１）活動状況・成果 

・開催状況は、上記１のとおり。  

・若者や女性の視点を取り入れた活動や三陸地域の今後

の発展に向けた戦略のほか、現在県が策定を進めている次

期総合計画と軌を一にする「プラチナ社会」の考え方も取り

入れながら、復興の先を見据えた地域振興について議論

する場を設けることができた。 

・復興塾終了後の交流会では講師等と参加者が意見交換

を行うことにより、様々な人的ネットワーク形成につ

ながった。 

（２）課題 

本復興塾について、より多くの人たちに参加いただ

けるよう、既参加者を通じた勧誘を含め周知に力を入れ

る必要がある。 

 



 

 

 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

より良い復興の実現に向け、復興に関わりたいと考えている多くの方々に復興に関

する学びの場を提供するとともに、参加された方々の交流や連携を推進する。 

(２)活動計画 

上記観点を踏まえ、いわて復興未来塾を年３回開催。７月17日（火）に「東日本

大震災津波から学ぶ」をテーマに第１回目を開催予定としている。今回は、「国際

防災・危機管理研究 岩手会議」(主催：岩手大学地域防災研究センター等)におけ

る一般向プログラムとして開催する。 

今後は、第２回を９月16日（日）に釜石市にて、第３回を12月に盛岡市内で開催

予定としている。 

 



いわて復興未来塾 平成２９年度 開催実績 
 

 日程 会場 テーマ／講師・パネリスト 

第 1回 
H29.6.24 

(土) 

ホテルルイズ盛岡 

（参加者 約 140名） 

基調報告 「震災復興から日本を先導する三陸モデルの創造へ」 

     飯尾 潤 氏 （政策研究大学院大学 教授） 

パネルディスカッション 

   「多様な視点から考える復興の今と将来」 

・ コーディネーター 

村松 文代 氏 （(株)ＩＢＣ岩手放送 報道局・アナウンス部専任部長） 

・ パネリスト 

戸塚 絵梨子 氏 （(株)パソナ東北創生代表取締役） 

下向 理奈 氏 （ＮＰＯ法人のんのりのだ物語代表理事） 

エミリー・ハラムズ 氏 （釜石市国際交流員） 

第２回 
H29.9.16 

(土) 

大船渡魚市場 

（参加者 約 150名） 

基調報告 「三陸復興と地域産業のあり方」 

    関 満博 氏 （一橋大学 名誉教授、明星大学経済学部 教授） 

パネルディスカッション 

   「ふるさといわて三陸～なりわい発展の戦略を探る～」 

 ･ コーディネーター 

関 満博 氏 

･ パネリスト 

臂 徹 氏 （(株)キャッセン大船渡取締役） 

伊東 孝 氏 （陸前高田商工会会長） 

米谷 春夫 氏 （(株)マイヤ代表取締役社長） 

梅木 典子 氏 （ＰwCあらた有限責任監査法人パートナー） 

 

第３回※ 

 

H30.1.27 

（土） 

エスポワールいわて 

（参加者 約 200名） 

基調講演 「プラチナ社会の実現と復興」 

小宮山 宏 氏 （㈱三菱総合研究所理事長 ） 

パネルディスカッション 

   「希望をつなぐ地域防災とコミュニティ」 

・ コーディネーター 

    坂口奈央氏（元アナウンサー、日本災害復興学会復興支援委員兼広

報委員） 

･ パネリスト 

山崎 麻里子氏（(公社)中越防災安全推進機構マネージャー） 

    佐々木 慶一 氏（大槌町安渡町内会会長） 

    二宮 雄岳 氏（釜石リージョナルコーディネーター協議会（釜援隊）） 

    小山 雄士 氏（大槌町震災検証室長、元県総合防災室長） 

第４回 

 

H30.3.17 

（土） 

ホテルルイズ盛岡 

（参加者 約 120名） 

基調報告 

「北海道胆振地域と三陸との新たな交流の可能性」 

本間 研一 氏 （北海道胆振総合振興局長） 

「三陸・岩手・東北の観光復興のために」 

松本 順 氏 （みちのりホールディングス代表取締役社長） 

 

パネルディスカッション 

   「交通ネットワークを生かした新たな交流の創出」 

・ コーディネーター 

    江幡平三郎氏（IBC岩手放送アナウンス部長） 

・ パネリスト 

岡田 悦明 氏 （川崎近海汽船(株)フェリー部長） 

中村 一郎 氏 （三陸鉄道(株)代表取締役社長） 

本間 研一 氏 （基調報告者） 

松本 順 氏 （基調報告者） 

※ いわて三陸復興フォーラム全体会と併催 





いわて未来づくり機構 ふるさといわて創造作業部会の 

実績報告・活動計画（30.4.20） 

テーマ： 地元大学生及び首都圏大学生の岩手県内就職の促進 

 座長：小野寺純治 担当機関：岩手大学 

報告要旨 

「ふるさといわて推進協議会」と「いわてで働こう推進協議会」との連携により、地元大学生と県内事業所

とが交流を行う「ふるさと発見！大交流会in Iwate2017」を実行委員会方式により開催した。また、地方創

生型インターンシップなど首都圏大学生の岩手県内就職に向けた取組については昨年度に「いわてで働

こう推進協議会」が対応することを確認しているが、より広範な展開を図るため本部会においても情報交換

等を実施してきた。 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

【学生と企業等との交流の場の創出】 

平成29年 8月 8日  第１回実行委員会 

          ・実行委員規約、開催要領、出展要領等について協議 

平成29年 9月 5日  第２回実行委員会 

          ・出展企業等について協議 

平成29年11月 8日  第３回実行委員会 

          ・当日の開催体制等について協議 

平成29年11月19日  「ふるさと発見！大交流会 in Iwate2017」開催 

平成30年 1月26日  第４回実行委員会 

          ・開催結果の報告、次年度開催について意見交換 

【インターンシップを受け入れるコーディネーターの研修及びネットワーク化】 

平成29年10月27日  インターンシップ支援担当者情報交換会 

          ・県内市町村担当者等を対象に地域志向型インターンシップの実施事例を

紹介 

平成30年 3月26､27日 インターンシップ・コーディネーター合宿意見交換会 

【杏林大学との連携強化】 

平成29年 3月 8日  小野寺座長が杏林大学FD・SDで教員・職員約100名に対してふるさといわて

創造プロジェクトについて説明 

平成29年 7月21日  小野寺座長が杏林大学学生役500名に対してふるさといわて創造プロジェ

クトを講義 

平成30年 2月5～8日 杏林大学（学生12名、教員2名）が釜石市においてフィールド学修を実施 



２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

１ 学生と企業等との交流の場の創

出 

２ インターンシップを受け入れる

コーディネーターの研修及びネット

ワーク化 

３ 杏林大学との連携活動強化

平成29年11月19日（日）に岩手大学第1体育館において

開催。学生1,150名（含高校生218名）など約2千名が参加

し、173県内事業所と活発な交流が行われた。なお、参加

した学生、事業所とも満足度が8割以上であった。（別紙

資料参照） 

平成28年度に岩泉町のみで実施された地域志向型イン

ターンシップは、平成29年度には岩泉町、葛巻町、西和賀

町、二戸地域の4地域で実施され、受け入れ側のコーディ

ネート体制が構築されつつある。特に西和賀町をフィール

ドとしたインターンシップは、学生がコーディネーターを

務めた「学生による学生のためのインターンシップ」であ

り、共感した横浜国立大学から2名の学生が参加するなど、

地方創生型インターンシップのあり方に大きな示唆を与

えた。 

今後は首都圏大学にも受け入れられるよう、より教育効

果の高いインターンシップの実施に向けてコーディネー

ターの企画力向上を図る必要がある。 

杏林大学のフィールド学習は釜石から岩手大学に派遣

されている共同研究員がコーディネートを行い、杏林大学

生にとって満足度の高い学修となった。その一方、地域で

の移動手段や地元学修において地元関係者のボランティ

アでの支援となり、持続的展開のためには有償化を検討す

る必要がある。 

また、アトレヴィ三鷹において杏林大学との共同企画と

して「そば処善左衛門いわて利き酒セット」が期間限定で

提供されている（3月31日まで）。 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

  １ 学生と企業等との交流の場の創出 

  ２ インターンシップを受け入れるコーディネーターの研修及び組織化 

  ３ 杏林大学との連携活動 

(２)活動計画 

ふるさといわて創造協議会及びいわてで働こう推進協議会との連携の下に 

１ 「ふるさと発見！大交流会in Iwate2018」の開催 

・日時  平成30年12月15日（土）13時～16時 



・会場  岩手産業文化センター（アピオ） 

・目標来場者数等 

(1) 来場者数  2,200人(うち大学生1,100人) 

(2) 出展者数  240ブース（うち事業所ブース185程度） 

２ 地域志向型インターンシップ等の企画・受け入れコーディネーターの研修、組織化 

３ 平成31年度からの首都圏大学生の岩手でのインターンシップの実施に向けた杏林大学及

び首都圏協力大学（横浜国立大学、首都大学東京、東京海洋大学、北里大学、立教大学）へ

の働きかけ 

４ 杏林大学生の本県でのフィールド学修等の促進 

を行う。 



「 ふるさと発見！大交流会i n I wate 2017」 の開催結果報告

１ 開催目的

(1)学生が岩手県内の企業や行政、NPO等との交流を通じて社会の在り

ようを学び、また、学生等が自らの研究や学びの成果を発信する場を広

く提供することにより、学生自らが生き方・働き方を主体的に考える学

びの場としての提供

(2)県内企業や行政、NPO等が、それぞれの社会的存在や特徴的な取組の

展示発表を通じて、学生にとって魅力ある生き方や働き先を考える機会

を提供し、将来的に地元就職への機運を高めていく

(3)出展者同士が交流することを通じたイノベーション創出の機会の提供

２ 開催日時及び会場

平成29年11月19日（日）

10:00-12:00 併催フォーラム（岩手大学総合教育研究棟教育系）

13:00-16:30 大交流会（岩手大学第一体育館）

３ 出展団体数

173事業所等（ものづくり42、IT13、環境・エネルギー６、医療・介護・福祉20、

農林水産・食・六産19、地域資源・観光・暮らし29、ひとづくり・まちづくり46）

４ 参加者数

・参加高等教育機関の学生905名（内訳：岩手大241、県立大（含盛岡短大）392、宮古短大25、

富士大13、盛岡大87、一関高専147）

・コンソ連携高校生 218名（西和賀30、千厩98、種市18、久慈東2、岩泉70）

・一般 100名

・出展者 650名

・実行委員会関係者等 50名

合計 1,946名

５ 併催フォーラム

・学生向けインターンシップフォーラム

・働くジブン、未来のジブン~岩手大学 “ ”OGと職と生き方について考える

・公務員のライフスタイル~ある市職員の日常やしごとから~

・未来を創るベンチャー企業、若手社員の本音トーク

・学内カンパニー：会社を作ってみよう！

・大学はおもしろい！ー理工学への誘いー



・最前線の遊び方~デジタルエンタテイメントは始まったばかり~

・授業体験~課題解決力の向上を目指そう！~

６ 特徴

(1)主役は若者

(2)学生実行委員会の企画を事業教導機関等実行委員会が受けて推進

(3)岩手県内大学生・高校生1,150名を含む2千名が交流

(4)普段着での交流（ネクタイ・背広の着用禁止）

(5)出展団体を学生が取材

出展事業所173のうち、60事業所を学生が事前取材し、出展企業紹介冊子にコメント

(6)教育の場としても活用

キャリア教育や地域科目などの授業に活用

(7)８つの多彩なフォーラムを併催





ふるさと発見！大交流会 i n I wate 2017 出展者アンケート 集計結果

回答数 125

◇ 大交流会での業種分類 ◇ 当日は何名で参加したか

◇ ◇（来場者を勘案して）会場の広さをどう感じたか ブース来訪者の反応

◇ 今回の大交流会の満足度 ◇ 来年度以降も開催するとしたら、
また出展したいと思うか



ふるさと発見！大交流会inIwate2017来場者アンケート集計結果

回答数 657

◇ 回答者の所属等 ◇ 大学生回答者の所属

◇ 大学生 学年別割合 ◇ 回答者の出身



 

 

いわて未来づくり機構 イノベーション推進作業部会の 

実績報告・活動計画（30.5.21） 
 

テーマ：岩手型イノベーションの推進について 

 座長：佐々木 淳 担当機関：科学ILC推進室 

 

報告要旨 

本県の各機関の持つポテンシャルを生かしてイノベーションの創出に向けた取組を強化するた

め、平成29年度から本作業部会を設置し、検討を開始。 

平成29年度は、県内研究機関のイノベーション創出に向けたこれまでの取組の状況や、本県の研 

究開発に係る状況の調査分析を実施。 

 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

第1回 

 

第2回 

 

平成29年10月19日（木） 

県内各機関の取組の状況の調査分析 

平成29年12月20日（水） 

県内各機関の取組状況及び研究開発に係る状況の調査分析 

 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

 イノベーションに必要な県内研

究機関のポテンシャル分析 

【活動状況】 

第１回作業部会 平成29年10月19日（木）開催 

第２回作業部会 平成29年12月20日（水）開催 

【成果等】 

次年度の検討に向け、県内各機関のイノベーション創

出に向けたこれまでの取組の現状や、本県の研究開発に

係る状況を把握。 

〔調査分析内容〕 

 ・各機関等の取組状況 

 ・研究開発状況 

研究機関の状況、企業の状況、共同研究状況等 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

  平成29年度の調査分析結果を踏まえ、次期総合計画と整合を図りながら、イノベーション創

出のための方向性を取りまとめる。 

  これらは、次期総合計画及び同アクションプラン、新しいイノベーション創出に係る指針（案）

に反映させていく。 

(２)活動計画 

平成29年度から引き続き、イノベーション創出のための方向性の取りまとめに向けて検討を

実施。 

 ・第１回作業部会（５月） 

各種データや県内各研究機関の取組等について評価・分析を実施。 

 ・第２回作業部会（10月頃） 

  取りまとめに向けた素案について検討。 

 ・第３回作業部会（12月頃） 

  取りまとめに向けた素案の修正案について検討。 

 ・第４回作業部会（平成31年３月頃） 

  取りまとめに向けた最終案について検討。 

 

 



 

岩手県における研究開発に係る状況 

 

１ 研究開発状況 

(１)研究機関の状況  

①大学及び高専における研究者数・学生数  -------------------------------  1 

②研究機関等における研究者数  -----------------------------------------  2 

(２)企業の状況  ----------------------------------------------------------  3 

(３)大学と企業の共同研究及び受託研究の状況 

①共同研究  -----------------------------------------------------------  5 

②受託研究  -----------------------------------------------------------  8 

(４)外部資金獲得状況 

①科学研究費助成事業（科研費・日本学術振興会） -------------------------  9   9 

②地域産学バリュープログラム（国立研究開発法人 科学技術振興機構） ------  10 

③戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン・経済産業省） -----------------  11 

(５)知財の状況 

①特許出願件数  -------------------------------------------------------  12 

②実用新案出願件数  ---------------------------------------------------  14 

③意匠出願件数  -------------------------------------------------------  15 

④商標出願件数  -------------------------------------------------------  16 

 

２ イノベーション創出に向けたこれまでの主な取組（H22～）【H30.3.13現在】 

(１)人材育成・確保戦略 ----------------------------------------------------- 17 

(２)研究開発基盤強化戦略 --------------------------------------------------- 19 

(３)資金支援戦略 ----------------------------------------------------------- 21 

(４)産学官連携戦略 --------------------------------------------------------- 22 
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１ 研究開発状況 

(１) 研究機関の状況 

   ①大学及び高専における研究者数・学生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学等 大学院

人文社会科学部 64 931

教育学部 69 893

理工学部 126 1,867

農学部 105 1,034

総合科学研究科 285

人文社会学部研究科 20

教育学部研究科 40

工学研究科 283

農学研究科 55

連合農学研究科 112

41 378 32

39 411 20

52 730 77

36 460 9

20 95

442 815 156

111 351 20

53 874 13

63 800

59

1,221 9,698 1,122

※岩手大学の学部の研究者数は大学院の研究者数を含む

※岩手大学の農学部の研究者数は三陸水産研究センターの研究者数を含む

※一関高専の5年課程の研究者数は専攻科の研究者数を含む

※岩手県立大学及び岩手医科大学の学生数は、学部と大学院の合計

岩手大学

学
部

大

学
院

岩手県立大学

看護学部

社会福祉学部

ソフトウェア情報学部

総合政策学部

学生数

一関工業高等

専門学校

5年課程

専攻科

研究者数

医学部

歯学部

薬学部

岩手医科大学

看護学部
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②研究機関等における研究者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者数

31

15

6

52

112

11

28

15

166

86

17

28

4

40

15

51

241

1,674

※岩手大学三陸水産研究センターの研究者数は、

県の試験研究機関計

合計

※Ｈ29年2月末現在。各機関研究者総覧、ホームページ掲載資料等をもとに科学ILC

  推進室調べ

国独法等計

県
の
試
験
研
究
機
関

岩手県農業研究センター

岩手県林業技術センター

岩手県水産技術センター

岩手県内水面水産技術センター

岩手県環境保健研究センター

（公財）岩手県生物工学研究センター

（地独）岩手県工業技術センター

大
学

北里大学海洋生命科学部三陸海洋研究センター

東京大学大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センター

岩手大学三陸水産研究センター

研究機関計

国
独
法
等

農業・食品産業技術総合研究機構 東北農業研究センター

水産総合研究センター 東北区水産研究所

森林総合研究所 東北支所

農業・食品産業技術総合研究機構 果樹研究所 リンゴ研究拠点
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（２）企業の状況 

    本県において研究開発を行っている企業（対象：従業者 50 人以上かつ資本金額又

は出資金額 3,000 万円以上の会社）は、平成 25年で 27社であった。 

 

   ○研究開発企業数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：RESAS 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 製造業 非製造業 すべての産業 

北海道 79 39 118 

青森県 18 4 22 

岩手県 24 3 27 

宮城県 46 17 63 

秋田県 21 3 24 

山形県 56 5 61 

福島県 47 9 56 

茨城県 68 15 83 

栃木県 70 9 79 

群馬県 74 11 85 

埼玉県 243 47 290 

千葉県 105 34 139 

東京都 1,576 1,019 2,595 

神奈川県 352 129 481 

新潟県 115 24 139 

富山県 99 9 108 

石川県 68 20 88 

福井県 55 15 70 

山梨県 26 4 30 

長野県 175 18 193 

岐阜県 127 17 144 

静岡県 189 25 214 

愛知県 498 138 636 

三重県 65 11 76 

 

都道府県 製造業 非製造業 すべての産業 

滋賀県 79 11 90 

京都府 161 44 205 

大阪府 815 253 1,068 

兵庫県 273 73 346 

奈良県 36 3 39 

和歌山県 33 5 38 

鳥取県 24 4 28 

島根県 15 3 18 

岡山県 86 14 100 

広島県 142 38 180 

山口県 59 6 65 

徳島県 20 3 23 

香川県 49 13 62 

愛媛県 39 12 51 

高知県 17 4 21 

福岡県 131 53 184 

佐賀県 31 3 34 

長崎県 18 7 25 

熊本県 38 7 45 

大分県 20 5 25 

宮崎県 16 4 20 

鹿児島県 24 6 30 

沖縄県 5 6 11 

合計 6,327 2,202 8,529 
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製造業についてみると、本県の研究開発に取り組む企業の割合は 21.2%であった。 

 
   ○製造業の研究開発企業の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：企業活動基本調査及び RESAS 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 企業数（製造業） 研究開発企業割合 

北海道 254 31.1% 

青森県 84 21.4% 

岩手県 113 21.2% 

宮城県 137 33.6% 

秋田県 89 23.6% 

山形県 178 31.5% 

福島県 170 27.6% 

茨城県 208 32.7% 

栃木県 187 37.4% 

群馬県 213 34.7% 

埼玉県 520 46.7% 

千葉県 240 43.8% 

東京都 2,420 65.1% 

神奈川県 647 54.4% 

新潟県 281 40.9% 

富山県 243 40.7% 

石川県 159 42.8% 

福井県 122 45.1% 

山梨県 77 33.8% 

長野県 335 52.2% 

岐阜県 298 42.6% 

静岡県 433 43.6% 

愛知県 1,048 47.5% 

三重県 159 40.9% 

 

都道府県 企業数（製造業） 研究開発企業割合 

滋賀県 162 48.8% 

京都府 266 60.5% 

大阪府 1,416 57.6% 

兵庫県 555 49.2% 

奈良県 81 44.4% 

和歌山県 71 46.5% 

鳥取県 65 36.9% 

島根県 62 24.2% 

岡山県 201 42.8% 

広島県 278 51.1% 

山口県 118 50.0% 

徳島県 53 37.7% 

香川県 127 38.6% 

愛媛県 124 31.5% 

高知県 37 45.9% 

福岡県 317 41.3% 

佐賀県 86 36.0% 

長崎県 59 30.5% 

熊本県 112 33.9% 

大分県 74 27.0% 

宮崎県 62 25.8% 

鹿児島県 77 31.2% 

沖縄県 35 14.3% 

合計 13,053 48.5% 
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（３）大学等と企業の共同研究及び受託研究の状況 

① 共同研究 

平成 27年度における大学等との全国の民間企業との共同研究について、全国の 

件数は前年比 9.2％増の 20,821件、金額は前年比 12.3％増の 467 億円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県の大学等について見ると、岩手大学 177件（30位）、岩手県立大学 19件 

（140位）、岩手医科大学 17件（148位）、一関工業高等専門学校 9件（190位） 

であった。 

     なお、５年前との比較では、県内全ての大学で増加している。 

 

 ○県内各大学の共同研究実施件数の推移 

 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

岩手大学 132 135 161 181 186 177 

岩手県立大学 14 28 19 19 16 19 

岩手医科大学 11 10 5 16 15 17 

一関工業高等専門学校 4 3 4 5 7 9 

出所：大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省） 
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同一県内中小企業との共同研究実施数をみると、岩手大学は 38件（16位）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省） 

 

 

研究費受入額については、研究者数 300名以上～500名未満の大学等（44機関）にお 

いて、岩手大学は 8位となっている。ここでは、岩手大学より上位の大学は全て工業大 

学となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省） 
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１件当たりの研究費受入額は、医学系の大学が上位に名を連ねており、岩手医科大学 

は全国 19位の 3,279千円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省） 
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② 受託研究 

    民間企業からの受託研究について、全国の件数は前年比 2.8％増の 192件、受入 

額は 1.0％減の 110 億円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  岩手県の大学等について見ると、岩手大学 5 件（194位）、岩手県立大学 3件（240位）、

岩手医科大学 43 件（49 位）、一関工業高等専門学校 1 件（325 位）であった。全国の状

況を見ると、受託研究が多いのは医学系の大学となっている。 

  なお、これまでの推移を見ても、岩手医科大学以外の実績は少ない。 

 

  ○県内各大学の受託研究実施件数の推移 

 22年度 23年度 24年度 25年度 26 年度 27年度 

岩手大学 4 2 1 6 4 5 

岩手県立大学 2 1 1 2 1 3 

岩手医科大学 13 7 17 41 42 43 

一関工業高等専門学校 0 0 3 2 1 1 

※出所：大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省） 
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（４）外部資金獲得状況 

① 科学研究費助成事業（科研費・日本学術振興会） 

     本県における平成 29年度の科研費採択件数は、岩手大学 178 件、岩手医科大学 

156件、岩手県立大学 51件、一関工業高等専門学校 10件、岩手生物工学研究セン 

ター10件などであった。 

 
○本県の科研費採択状況（平成 29年度）】 

 採択件数 配分額（千円） 
うち新規 

応募件数 採択件数 

岩手大学 178 272,700 267 58 

岩手医科大学 156 186,800 399 56 

岩手県立大学 51 53,900 95 20 

一関工業高等専門学校 10 10,900 34 5 

岩手生物工学研究センター 10 27,500 15 4 

盛岡大学 6 6,000 10 2 

岩手県立大学盛岡短期大学部 3 1,500 6 1 

富士大学 2 1,800 5 1 

岩手県立大学宮古短期大学部 1 800 7 1 

 

○研費採択上位 20機関（平成 29年度）】 

 採択件数 配分額（千円） 
うち新規 

応募件数 採択件数 

東京大学 3,787 16,853,926 3,678 1,301 

京都大学 2,948 10,377,850 2,826 982 

大阪大学 2,511 8,260,295 2,783 845 

東北大学 2,428 7,536,750 2,847 847 

九州大学 1,908 5,620,634 2,391 674 

名古屋大学 1,773 5,674,900 1,849 586 

北海道大学 1,649 4,757,400 1,973 563 

筑波大学 1,248 3,170,445 1,433 409 

神戸大学 1,145 2,332,900 1,331 373 

広島大学 1,105 2,042,654 1,409 407 

慶應義塾大学 1,040 2,705,200 992 345 

早稲田大学 964 1,905,900 1,074 307 

東京工業大学 900 3,534,125 1,078 330 

金沢大学 888 1,796,900 1,069 313 

千葉大学 871 1,788,800 931 302 

岡山大学 869 1,827,150 1,124 302 

新潟大学 808 1,402,600 960 278 

国立研究開発法人理化学研究所 748 2,981,100 1,028 275 

熊本大学 663 1,330,100 842 243 

長崎大学 654 1,103,900 814 213 
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② 地域産学バリュープログラム（国立研究開発法人 科学技術振興機構） 

     平成 29年度における本県の地域産学バリュープログラムの採択件数は 5件であ
った。 

 

○各都道府県の採択件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 H27 H28 H29 

北海道 17 12 8 

青森県 1 0 1 

岩手県 9 7 5 

宮城県 9 7 11 

秋田県 5 1 2 

山形県 12 4 11 

福島県 3 1 2 

茨城県 7 7 3 

栃木県 1 2 1 

群馬県 1 2 3 

埼玉県 7 3 5 

千葉県 1 5 2 

東京都 19 17 26 

神奈川県 10 6 1 

新潟県 5 4 4 

富山県 3 1 1 

石川県 11 5 3 

福井県 5 2 1 

山梨県 2 2 1 

長野県 5 1 4 

岐阜県 8 0 2 

静岡県 5 2 1 

愛知県 30 7 5 

三重県 3 2 3 

 

都道府県 H27 H28 H29 

滋賀県 3 3 1 

京都府 12 7 10 

大阪府 54 41 19 

兵庫県 15 15 5 

奈良県 2 2 2 

和歌山県 2 3 1 

鳥取県 2 4 2 

島根県 2 0 0 

岡山県 7 4 4 

広島県 7 8 3 

山口県 5 8 2 

徳島県 8 4 5 

香川県 2 0 2 

愛媛県 6 2 1 

高知県 6 2 1 

福岡県 18 24 6 

佐賀県 2 1 2 

長崎県 4 8 2 

熊本県 7 6 4 

大分県 3 6 2 

宮崎県 2 3 1 

鹿児島県 13 3 3 

沖縄県 5 1 1 

合計 366 255 185 

 

※ 平成 29年度の件数は熊本復興支援を含まない。 

平成 28年度はマッチングプランナープログラム「企業ニーズ解決試験」の件数。 

平成 27年度はマッチングプランナープログラム探索試験の件数。 
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③ 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン・経済産業省） 

     本県のサポイン採択件数は、平成 27 年度 1件、平成 28年度 3件、平成 29年度 

2件と推移している。 

 
○本県の採択事業 

採択年度 研究開発計画名 事業管理機関名 法認定中小企業者 

平成 27年度 
汎用電気ドリル向け小径吸塵コンクリートドリ

ルビットの開発 
いわて産業振興センター ユニカ株式会社 

平成 28年度 
燃料電池用電極触媒の低白金化の技術開

発と量産技術の開発 
いわて産業振興センター 株式会社ジュークス 

平成 28年度 
低侵襲に子宮内膜症の悪性化を評価できる

光学経膣プローブの開発 
いわて産業振興センター セルスペクト株式会社 

平成 28年度 
複雑形状を持つ回転体鋳物用砂型の製造

技術の確立 
岩手県工業技術センター 株式会社小西鋳造 

平成 29年度 
ジェット粉末の高品位・高効率成形技術の

研究開発 
いわて産業振興センター 久慈琥珀株式会社 

平成 29年度 
画像認識を用いた高効率な自律 

走行無人草刈りロボットの研究開発 
いわて産業振興センター 和同産業株式会社 

 

 

○各都道府県の採択件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 H27 H28 H29 

北海道 2 5 2 

青森県 2 0 0 

岩手県 1 3 2 

宮城県 8 5 3 

秋田県 1 1 0 

山形県 1 2 4 

福島県 1 0 4 

茨城県 4 4 0 

栃木県 3 3 1 

群馬県 4 3 0 

埼玉県 7 6 3 

千葉県 2 6 5 

東京都 6 3 4 

神奈川県 6 4 2 

新潟県 4 2 1 

富山県 2 2 1 

石川県 2 2 1 

福井県 1 1 2 

山梨県 0 0 1 

長野県 5 2 3 

岐阜県 4 5 4 

静岡県 3 2 2 

愛知県 5 8 15 

三重県 3 0 0 

 

都道府県 H27 H28 H29 

滋賀県 8 7 5 

京都府 6 5 5 

大阪府 12 5 13 

兵庫県 7 2 2 

奈良県 1 1 1 

和歌山県 1 0 2 

鳥取県 3 0 2 

島根県 0 0 0 

岡山県 5 1 2 

広島県 3 3 2 

山口県 0 1 1 

徳島県 2 0 1 

香川県 2 2 0 

愛媛県 1 0 0 

高知県 0 0 0 

福岡県 9 11 5 

佐賀県 0 1 0 

長崎県 2 0 1 

熊本県 2 4 2 

大分県 1 0 3 

宮崎県 0 0 0 

鹿児島県 0 0 1 

沖縄県 1 1 0 

合計 143 113 108 
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(５) 知財の状況 

   ① 特許出願件数 

     平成 28年における本県の特許出願件数は 142件で全国 42位であった。 

 

○特許出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：特許行政年次報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 H26 H27 H28 

北海道 587 663 662 

青森県 119 136 145 

岩手県 194 146 142 

宮城県 831 805 732 

秋田県 108 106 132 

山形県 291 274 257 

福島県 273 252 282 

茨城県 2,090 2,011 2,186 

栃木県 447 390 885 

群馬県 952 1,141 1,379 

埼玉県 3,780 3,545 3,311 

千葉県 1,521 1,538 1,534 

東京都 135,592 132,521 130,455 

神奈川県 16,367 15,152 14,987 

新潟県 959 936 1,062 

富山県 703 659 651 

石川県 577 541 563 

福井県 540 564 513 

山梨県 811 914 970 

長野県 1,930 1,733 1,859 

岐阜県 1,083 985 836 

静岡県 3,600 3,710 3,881 

愛知県 28,657 28,277 29,802 

三重県 1,750 1,717 1,708 

 

都道府県 H26 H27 H28 

滋賀県 1,095 958 1,037 

京都府 8,571 8,614 9,227 

大阪府 34,919 33,148 33,069 

兵庫県 5,721 5,711 6,065 

奈良県 415 398 350 

和歌山県 246 256 185 

鳥取県 116 121 110 

島根県 216 190 262 

岡山県 1,248 1,174 1,139 

広島県 2,422 2,449 2,614 

山口県 1,319 1,276 1,375 

徳島県 534 511 518 

香川県 476 461 526 

愛媛県 1,473 1,356 1,362 

高知県 151 146 114 

福岡県 2,189 2,097 2,072 

佐賀県 146 196 170 

長崎県 100 126 110 

熊本県 214 210 235 

大分県 152 165 210 

宮崎県 186 179 148 

鹿児島県 170 202 196 

沖縄県 107 130 123 

その他 11 49 93 

合計 265,959 258,839 260,244 
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大学等についてみると、全国の特許出願件数は、国内・外国合わせて前年比 3.7％減

の 8,817件であった。 

 特許権の実施等件数は、前年比 9.9％増の 11,872件、実施等収入額については 34.8％

増の約 26.8億円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 岩手県の大学等について見ると、特許出願件数は岩手大学 30 件（67 位）、岩手県立

大学 18件（95位）、岩手医科大学 10件（118 位）、一関高等専門学校 1件（219位）で

あった。 

 特許権実施等件数は岩手大学 52件（36位）、岩手県立大学 1件（162位）、岩手医科

大学及び一関工業高等専門学校 0件（195位）であった。 
 

○特許出願件数 

 22 年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

岩手大学 29 19 34 52 38 30 

岩手県立大学 4 5 7 8 6 18 

岩手医科大学 8 12 8 6 9 10 

一関工業高等専門学校 7 2 - 2 2 1 

 

○特許権実施等件数 

 22 年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

岩手大学 39 44 49 46 47 52 

岩手県立大学 0 0 0 0 1 0 

岩手医科大学 1 1 0 0 0 1 

一関工業高等専門学校 0 0 - 0 0 0 

 

○特許権実施等収入                          【単位：千円】 

 22 年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

岩手大学 770 294 1,496 4,218 805 3,038 

岩手県立大学 0 0 0 0 0 0 

岩手医科大学 315 300 0 0 0 225 

一関工業高等専門学校 0 0 - 0 0 0 
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② 実用新案出願件数 

平成 28年における本県の実用新案出願件数は 8件で全国 45位であった。 

 

    ○実用新案出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：特許行政年次報告書 

 

都道府県 H26 H27 H28 

北海道 125 111 95 

青森県 21 15 8 

岩手県 18 19 8 

宮城県 49 69 52 

秋田県 27 35 27 

山形県 28 24 14 

福島県 40 27 28 

茨城県 82 68 56 

栃木県 50 53 52 

群馬県 51 50 50 

埼玉県 271 249 285 

千葉県 168 168 178 

東京都 1,363 1,320 1,245 

神奈川県 346 360 324 

新潟県 77 105 114 

富山県 40 55 55 

石川県 39 33 37 

福井県 64 56 41 

山梨県 29 34 36 

長野県 106 71 69 

岐阜県 68 56 91 

静岡県 160 124 131 

愛知県 329 307 239 

三重県 47 24 27 

 

都道府県 H26 H27 H28 

滋賀県 37 41 29 

京都府 139 129 146 

大阪府 657 608 587 

兵庫県 221 240 208 

奈良県 48 44 55 

和歌山県 22 28 19 

鳥取県 9 17 13 

島根県 12 8 13 

岡山県 69 48 42 

広島県 96 113 80 

山口県 38 39 37 

徳島県 22 16 23 

香川県 26 53 51 

愛媛県 34 42 39 

高知県 22 13 12 

福岡県 159 139 139 

佐賀県 10 12 16 

長崎県 45 44 38 

熊本県 35 24 22 

大分県 29 40 38 

宮崎県 39 33 28 

鹿児島県 41 29 24 

沖縄県 21 18 7 

その他 0 2 0 

合計 5,429 5,213 4,928 
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③ 意匠出願件数 

    平成 28年における本県の意匠出願件数は 23件で全国 45位であった。 

 

    ○意匠出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：特許行政年次報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 H26 H27 H28 

北海道 177 203 172 

青森県 65 29 43 

岩手県 31 24 23 

宮城県 162 137 109 

秋田県 16 15 16 

山形県 53 42 65 

福島県 70 17 37 

茨城県 55 87 85 

栃木県 56 76 109 

群馬県 139 112 114 

埼玉県 637 595 613 

千葉県 246 288 214 

東京都 9,239 9,137 9,195 

神奈川県 1,672 1,502 1,471 

新潟県 396 389 314 

富山県 284 284 309 

石川県 111 155 104 

福井県 238 225 264 

山梨県 110 133 139 

長野県 173 181 198 

岐阜県 550 624 530 

静岡県 443 428 554 

愛知県 1,453 1,575 1,579 

三重県 105 93 103 

 

都道府県 H26 H27 H28 

滋賀県 76 109 95 

京都府 549 536 581 

大阪府 4,828 4,807 4,490 

兵庫県 878 800 838 

奈良県 253 217 235 

和歌山県 96 92 69 

鳥取県 19 41 29 

島根県 26 32 28 

岡山県 172 233 226 

広島県 382 349 357 

山口県 58 57 26 

徳島県 75 67 68 

香川県 134 171 164 

愛媛県 203 245 222 

高知県 20 16 24 

福岡県 383 433 431 

佐賀県 61 62 62 

長崎県 13 17 12 

熊本県 45 34 58 

大分県 19 41 37 

宮崎県 45 26 48 

鹿児島県 25 17 28 

沖縄県 21 49 52 

その他 6 2 3 

合計 24,868 24,804 24,543 
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④ 商標出願件数 

    平成 28年における本県の商標出願件数は 340件で全国 40位であった。 

 

    ○商標出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：特許行政年次報告書 

 

 

都道府県 H26 H27 H28 

北海道 1,288 1,585 1,712 

青森県 237 272 299 

岩手県 296 329 340 

宮城県 703 709 777 

秋田県 200 249 241 

山形県 288 323 376 

福島県 417 420 467 

茨城県 506 577 709 

栃木県 485 493 630 

群馬県 540 640 746 

埼玉県 1,966 2,478 2,321 

千葉県 1,516 1,859 1,944 

東京都 41,697 44,985 49,659 

神奈川県 4,523 4,980 4,858 

新潟県 832 1,010 909 

富山県 440 533 548 

石川県 611 588 556 

福井県 420 519 515 

山梨県 503 516 537 

長野県 923 909 977 

岐阜県 743 793 860 

静岡県 1,411 1,563 1,821 

愛知県 4,276 4,721 5,202 

三重県 505 593 628 

 

都道府県 H26 H27 H28 

滋賀県 440 560 495 

京都府 2,485 2,729 2,766 

大阪府 18,149 28,762 37,520 

兵庫県 2,970 3,010 3,214 

奈良県 550 601 740 

和歌山県 405 386 361 

鳥取県 161 196 223 

島根県 173 187 197 

岡山県 978 1,045 929 

広島県 1,060 1,102 1,174 

山口県 394 322 365 

徳島県 262 241 295 

香川県 375 414 483 

愛媛県 663 604 617 

高知県 181 231 246 

福岡県 2,622 2,856 2,922 

佐賀県 292 364 346 

長崎県 245 301 337 

熊本県 577 592 504 

大分県 382 378 386 

宮崎県 308 338 395 

鹿児島県 484 523 503 

沖縄県 530 533 641 

その他 41 41 46 

合計 440 560 495 
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２ イノベーション創出に向けたこれまでの主な取組（H22～）【H30.3.13現在】 

 

戦略 これまでの主な取組 

１ 

人
材
育
成
・
確
保
戦
略 

① 科学技術の理解促進と次代を担う人材の育成 

○ 次代を担う人材育成 

 次代を担う人材の育成に向け、それぞれの機関では小学生から大学生までを対象に様々

な取組が行われている。 

 小学生を対象としたイベントとして、イーハトーブの科学と技術展、岩手大学ロボット

コンテスト、盛岡市子ども科学館での企画〔岩手大学〕、サイエンスキッズ、プログラミン

グ教室〔県立大学、一関高専〕、バイテク実験〔生工研〕、児童の見学受入〔工業技術セン

ター〕、家族ロボット教室〔岩手県、県立大学、一関高専〕などが行われている。このほか、

各機関で出前授業等を行っている。 

 中学生を対象としたイベントとして、プログラミング教室の開催〔岩手大学、県立大学、

産振センター〕、ロボット教室の開催〔岩手大学〕、出前講義〔生工研〕、生徒の見学受入、

職業講話への講師派遣〔工業技術センター〕などが行われている。また、公開講座〔一関

高専〕も行われている。 

 高校生を対象とした取組としては、高大連携講座、ビジネスプラン作成支援事業〔岩手

大学〕、オープンラボ〔県立大学〕、出前講義〔生工研〕などが行われている。また、本県

ではこれまで３校がスーパーサイエンスハイスクールの指定を受けている。 

 その他、人材の確保の取組として、人材還流定着支援事業が実施されている〔産業振興

センター〕。 

○ 県民全体の理解促進 

 関係機関が参画した取組として、先端科学に触れるとともに、県内研究機関等の取組を

紹介するいわてまるごと科学館を開催〔事務局：岩手県〕。 

 このほか、健康フェスの開催〔岩手医大〕のほか、各機関で公開講座やセミナー、一般

公開の開催、出前授業の実施、ニュースレターの発行、研究成果の発信や、様々なイベン

トへの出展などが行われている。 

○ 女性研究者の増加・定着 

 岩手大学では、文部科学省の支援事業を活用し、両住まい手当や産休・育休取得支援の

ための教員配置等の女性研究員支援といった女性研究者支援の取組が行われている。また、

女性研究者ネットワークが組織され、北東北や公設試験研究機関等の機関に女性研究者支

援を拡充する取組が行われている。そのほか、岩手大学と岩手銀行は国立大学と民間企業

が国の事業を活用し保育所を開設した。岩手医大では、多目的保育室の設置といった取組

が行われている。 

○ 学部・カリキュラムの再編 

岩手大学では、農学部に水産システム学コース新設、工学部を理工学部に再編し地域創

生特別プログラムを開設、地域創生専攻（大学院）を設置。また、「工学部附属ソフトパス

工学総合研究センター」の設置により、特徴ある研究の推進と技術者・研究者の育成に取

り組んでいる。 

岩手医大では、平成 25 年に大学院薬学研究科を設置、平成 29 年に看護学部を設置し、

国内で初めて「医学」「歯学」「薬学」「看護学」の医療系四学部を同一キャンパスに設置。 

一関高専では、機械工学科、電気情報工学科、制御情報工学科、物質化学工学科を未来

創造工学科に改組。 

② イノベーション人材の育成 

○ 起業化人材等の育成 

 各大学では、学生自らが問題を発見し、その問題解決に取組みながら実践的な力を養う

[ 別紙 1 ] 
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課題解決型学習が積極的に実施されている。 

 それぞれの大学の取組を見ると、COC+事業の一環としていわてキボウスター開拓塾の実

施、学内カンパニー活動などにより、起業家人材の育成が行われている。県立大学では、

ビジネスクリエーションセミナー、一関高専では未来創造チャレンジ制度により学生によ

るプロジェクトを支援している。また、岩手医大では、学部及び大学院にて橋渡し研究を

実施し、基礎研究で得られた成果を臨床に使える新しい医療技術・医薬品として確立する

循環型研究開発を行っている〔岩手医大〕。 

○ プロジェクトマネージャー人材等の育成 

 岩手大学では、水産海洋イノベーションオフィサ育成プログラムが実施されている。 

③ 高度技術人材の育成 

○ 農林水産分野 

 岩手大学では、先進的な農業経営者等を養成するアグリフロンティアスクールが実施さ

れている。また、生物工学研究センターでは、岩手大学大学院から連携大学院教員として

委嘱を受け、高度技術人材の育成に寄与している。そのほか、林業技術センターでは、い

わて林業アカデミーを開講した。 

○ ものづくり・ソフトウェア分野 

 岩手大学では、研究開発から生産技術、経営までを一貫して理解できる高度技術者を養

成する 21 世紀型ものづくり人材岩手マイスター育成事業を実施している〔岩手大学〕。ま

た、岩手大学と県立大学では、成長分野を支える情報技術人材の育成拠点事業（enPIT）を

実施している。 

また、ものづくり技術とソフトウェア技術を学ぶ高度技術者養成講習会〔県立大学〕や

設計・材料講座〔一関高専〕も開催されている。その他、工業技術センターでは三次元積

層造型技術研究員の養成に努めている。 

岩手県及び北上市は、いわてデジタルエンジニア育成センターを設置し、デジタルエン

ジニアの育成、3次元デジタル技術支援を実施している。 

各機関では、各種講習会の実施や講師派遣、技術習得支援などを実施している。 

○ 医療・福祉分野 

 岩手医大では、超高磁場 7 テスラ MRIセミナーなどを開催。 

○ 環境・防災分野 

 環境問題や地域防災の活動をけん引する人材を育成する「エコリーダー」・「防災リーダ

ー」育成プログラム事業や〔岩手大学〕や災害対応医療人育成研修〔岩手医大〕が実施さ

れている。 
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①  知的財産の創造・保護・活用支援体制の強化 

〇知財の創造・保護 

 岩手県発明協会、工業技術センター、産業振興センターは共同で岩手県知財総合窓口を

運営し、顧客の知財相談対応や申請支援等の知的財産に関連する幅広い支援活動を実施し、

県内の知財活動に関する中心的な役割を担っている。また、県は岩手県発明協会と連携し、

セミナー等を開催している。 

大学の取組としては、研究人材育成支援経費制度や研究力強化支援経費制度などにより、

高い水準と実績を有するプロジェクト型研究等の支援を推進している〔岩手大学、岩手医

大〕。また、教員や学生、産学官関係者向けの知財セミナー〔県立大学〕、発明相談会の開

催〔岩手医大〕、知的財産講習会への参加等〔一関高専〕により、知的財産の創造や保護に

係る活動を実施している。 

〇知財の活用促進 

 岩手大学、県立大学では、国の産学連携アドバイザー派遣事業を活用し、大学の知財を

活用した研究プロジェクトの事業化に取り組んでいる。また、JST と連携した新技術説明

会等の開催により、研究成果の社会還元や知財の活用に向けた情報発信を行っている。 

岩手大学では、北東北３大学及び岩手銀行・秋田銀行・青森銀行とネットビックスプラ

スを立ち上げ、各大学が保有する特許の開放・提供、ライセンスの仲介などによる地域の

活性化に取り組んでいる。そのほか、岩手大学、県立大学、岩手医大が参加する北東・地

域大学コンソーシアム（NERUC）を構築し、知財の広域活用や技術移転ノウハウの共有等を

図っている。 

② イノベーションパークの形成と連携 

〇拠点の整備・活用 

 岩手県と県立大学との連携のもと滝沢市が整備した滝沢市 IPU イノベーションパーク内

に、滝沢市が平成 21 年及び平成 26 年に、滝沢市 IPU イノベーションセンター及び第 2 イ

ノベーションセンターをそれぞれ整備し、岩手県立大学が平成 23年にいわてものづくり・

ソフトウェア融合テクノロジーセンター（i-MOS）を開設するなど、IT 開発拠点の形成が

進む。 

岩手大学では、盛岡市との連携により整備された「盛岡市産学官連携研究センター」に

より、大学発ベンチャーを育成している。また、「次世代技術実証研究ラボ（仮称）」の整

備により、参画企業と研究開発から実証までを行う拠点とする予定。 

盛岡南地区においては、工業技術センター、先端科学研究センターをはじめ、いわて産

業振興センター、岩手県発明協会、盛岡市新事業創出センター（M-tec）などが集積し、新

事業創出拠点の形成が進んでいる。 

〇連携活動の強化 

県立大学では、産学公連携コーディネーター等が中心となって、イノベーションセンタ

ー入居企業との共同研究の推進や入居企業と学生との交流促進に取り組み、イノベーショ

ンパークの形成に向けた連携強化に取り組んでいる。 

盛岡市では「盛岡ヘルスケア産業協議会」が設立され、盛岡にライフサイエンス産業の

拠点形成が進んでいる。また、岩手大学などが参画する「東北ライフサイエンス・インス

トルメンツ・クラスター（TOLIC）」により、ユニークなライフサイエンス機器の創出と産

業集積拠点の形成を目指している。 

③ 公設試験研究機関の研究開発機能の強化 

〇広域連携・異分野連携の推進 

工業技術センターは、東北各県の公設試との共同研究、産業総合技術研究所との連携強

化、高エネルギー加速器研究機構（KEK）との共同研究により広域連携を推進している。ま
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た、産振センターも KEKとの共同研究に参画している。 

工業技術センター、生物工学研究センターを中心に、県内の各公設試験研究機関同士の

連携を推進している。 

〇技術支援対応力の向上 

工業技術センターでは、ものづくりイノベーションセンターを整備している。そのほか、

地域産業技術ロードマップによる技術・研究開発のマネジメント強化を図るとともに、研

究員の資格・学位取得の促進や、新たな拠点施設の整備や設備・機器の導入により技術支

援対応能力の向上を図っている。 

④ オープン・リソースの仕組みの構築 

〇保有資源の活用 

岩手大学では、SIP事業を活用し、大学のシーズを幅広い製品に応用できる仕組みづくり

を実施している。 

県立大学では、i-MOS設備の企業等への供用や機関リポジトリ等による研究成果等の発信

を行い、オープン・リソースの仕組み構築に資する取組を実施している。そのほか、生物工

学研究センターでは、保有設備を HP上で紹介し、設備の共有体制を整えている。 
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① 県の研究開発資金制度の活用 

〇研究開発シーズの発掘と育成 

岩手県では、産学共同研究による本県産業の高付加価値化や新産業・新事業の創出や三

陸の復興等を目的に、以下の資金支援制度を実施している。 

・いわて戦略的研究開発推進事業 

   ・地域イノベーション創出研究開発支援事業 

・県立大学雇用創出研究事業 

・公設試連携可能性調査 

・公設試等連携研究 

・さんりく基金調査研究事業 

② 競争的外部研究資金の活用の強化 

〇情報共有 

 各機関で、HPやインフォメーションへの各種情報掲載、教員へのメール配信等により応

募申請を促進している。 

 また、各大学では、科研費や外部資金獲得のための申請書作成支援や学内説明会等、組

織的なバックアップがなされている〔岩手大学、県立大学、岩手医大〕。そのほか、連携企

業への斡旋も実施している〔岩手医大〕。 

③ 金融機関や産業支援機関等の資金の活用 

〇ファンド等の活用促進 

岩手大学をはじめとする各研究機関と岩手銀行、北日本銀行、日本政策投資銀行はリエ

ゾン-I研究開発事業化育成資金制度を設け、大学等研究機関のシーズと企業のニーズとを

マッチングさせ新事業の創出を支援している。 

いわて希望ファンド地域活性化支援事業、農商工連携ファンド地域活性化支援事業によ

り、新規または農商工連携による起業や経営革新等の支援をしている〔産業振興センター〕。 
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① 産学官コーディネート活動の推進 

〇コーディネーターの配置 

 各機関において、コーディネーター等を配置し、学外の企業ニーズと学内のシーズのマ

ッチング、県内外における研究活動の促進を図るなど、産学官が連携したコーディネート

活動を推進している 

また、岩手大学では、沿岸 4 地域にコーディネーターを配置し、沿岸地域の復興支援活

動を実施している。 

 〇コーディネート人材の育成 

 岩手大学では、県内の自治体職員を共同研究員として受け入れ、地域振興につながる研

究の推進に取り組む人材の育成に取り組んでいる。 

 産業振興センターでは、コーディネート人材の能力向上を目的とした研修会を開催して

いる。 

 〇コーディネート活動の推進 

産業振興センターでは、応用研究開発段階から国の大型資金による実用化研究段階への

ステップアップを促すため、事業化促進プロモーターによる競争的外部資金獲得の支援を

実施。 

② 異分野連携の推進 

〇交流促進 

INS研究会や MIUカフェの開催により、交流促進や情報交換が図られている。 

〇連携拡大 

 岩手大学および岩手医科大学では、医工連携を推進し、工学分野と連携した事業を実施

した。岩手大学、一関工業高等専門学校では、農商工連携を推進し、積極的に異分野の研

究会へ参加した。 

 (公財)岩手県南技術研究センターと一関高専は、地場産業との共同研究等により連携

促進している。 

生物工学研究センターは、いわて農林水産物機能性活用研究会を設立し、情報共有や連

携強化を図っている。また、ゲノム解析やナマコ研究での研究開発プラットフォーム、イ

サダ研究開発ネットワークの設立などにより異分野連携を図り、プロジェクト研究の推進

を図っている。 

③ 県内外の産学官ネットワークとの連携推進 

各機関がそれぞれ県内外の産学官ネットワークに参画し、連携の強化や情報の共有を図

っている。 

 【県内ネットワーク】 

・いわて未来づくり機構 

・いわてネットワークシステム（INS） 

・いわて産学連携推進協議会（リエゾン-I） 

・いわて医療機器事業化研究会 

・ものづくり基盤技術開発コンソーシアム 

・東北ライフサイエンスインストルメンツクラスター（TOLIC） 

・いわて半導体関連産業集積促進協議会（I-SEP） 

・いわて自動車関連産業集積促進協議会 

【県外ネットワーク】 

・岩手大学、東京海洋大学、北里大学による３大学連携 

・東北地域医療機器産業支援ボード会議 

・全国高等専門学校機構 
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・産業技術連携推進会議 

④ オープン・イノベーションプラットフォームの構築 

〇連携・交流の橋渡し 

県では、科学・イノベーションコーディネーターを配置やイノベーション創出会議、産

学官連携に関する情報交換会の開催により、各機関への連携強化に向けた取組を実施して

いる。 

 

 

 



 

 

いわて未来づくり機構 新しい三陸創造作業部会の 

実績報告・活動計画（30.5.21） 
 

テーマ： 大規模イベントを契機とした三陸地域の持続的な振興 

 座長：菅原 健司 担当機関：岩手県 

 

報告要旨 

  2019年に開催する三陸復興防災プロジェクト2019及びラグビーワールドカップ

2019™釜石開催並びに翌年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会は、

三陸地域の多様な魅力を国内外に発信するとともに、東日本大震災津波からの復興

に取り組む地域の姿や、支援に対する感謝の気持ちを伝え、多様な交流を活発化さ

せるチャンスである。 

  このことから、平成30年度から「新しい三陸創造作業部会」を設置し、これら大

規模イベントの成功に向けた取組等を推進し、開催後もそのレガシーを三陸地域の

振興等につなげる。 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

― 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

― ― 

 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

  平成30年度は各イベントの成功に向けて準備状況の共有を図りながら、様々な主

体の参画・連携を促進するとともに、開催機運の醸成及び周知活動を展開する。 

(２)活動計画 

〇 三陸防災復興プロジェクト2019の成功に向けた取組 

 （三陸防災復興プロジェクト2019実行委員会の取組） 

〇 ラグビーワールドカップ2019™釜石開催の成功に向けた取組 

 （ラグビーワールドカップ2019釜石開催実行委員会の取組） 

〇 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の機運醸成等の取組 

 



 

 

いわて未来づくり機構 子育て支援作業部会の 

実績報告・活動計画（30.5.21） 
 

テーマ：母と子だけではなく家族全体を支える岩手版ネウボラの開発 

 座長：庄司知恵子 担当機関：岩手県立大学 

 

報告要旨 

 平成30年度新規設置部会であることから、県内子育て支援ニーズ・シーズについて

の状況把握に努める。特に、平成30年度は、作業を通して産学官連携の基礎固めに

努め、次年度活動につなげる。 

 

１．平成29年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

平成30年度新規設置

部会のためなし 

 

 

２．平成29年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成29年度事業計画 平成29年度事業実績･成果･課題 

平成30年度新規設置部会のため

なし 

平成30年度新規設置部会のためなし 

 

３．平成30年度の活動計画 

(１)目標・出すべき成果 

  岩手県内における子育て支援のニーズとシーズについて状況を把握する。その

際、岩手県立大学男女共同参画推進センターの協力の下、県全体にみられる問題

状況の把握（活動計画①③）、および県全体での課題の共有を図る（活動計画②

＋αとして④）。部会初年度の活動として、産・学・官連携の基礎固めを行い、

次年度の活動につなげていく。 

 

 



 

 

(２)活動計画 

①子育て支援ニーズの把握 

岩手県立大学男女協働参画推進センターのミーティングの場において、子育

て支援の必要性について意見交換を行う。上記意見交換の場に、県内企業の育

児中の社員や育児支援を積極的に行っている企業の人事担当者を招くなどし

て、県内の子育て状況について全体的な把握に努める。 

②県全体での課題共有 

県民運動につながるよう、学園祭においてシンポジウムを実施する（10 月・

本学男女共同参画推進センター主催）。シンポジストとしては、県立大学教職

員＋県内企業において育児休暇を取得した社員（2－3 社ほど）を想定。商工会

議所・経済同友会・岩手大学との連携のもと進めて行く予定。シンポジウムの

内容については、①での意見交換をもとに検討を行う。 

③育児休暇中の職場との関係について検討 

岩手県立大学において育児休暇を取得中の教職員を対象とし、復職に備えた

研修を実施する。育児休暇中の人たちが、職場とのつながりについて、どのよ

うなニーズを持っているのかを把握し、育児休暇中のすごし方と職場側からの

支援について検討を行う。 

④次世代育成 

次世代を担う学生に、「子育て」について考える場を授業やシンポジウムを

通して提供する。プレ子育て世代の人たちが求める子育て支援ニーズについて

検討し、県内就職および県内での子育て環境の整備につながるよう、県内企業

と情報を共有する。 

 

上記①－④の活動を通して、終了後にアンケートを行い、具体的なニーズの

把握に努めるつもりである。 

 



いわて未来づくり機構 会員向けアンケートの実施について 

 

１ 経緯 

 ○ 岩手県の社会減は、18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期に顕著であ

り、これに歯止めをかけるためには、出身地を問わず県外の高等教育機関

を卒業した人材の県内企業等への就職の促進が課題である。 

 ○ この課題に対応する形で、機構では平成 30年度から「人口減少下におけ

る地域の活力維持」を県民運動テーマのひとつに掲げ、取組むこととした。 

 ○ 一方で、県では、Ｕ・Ｉターンした者と地元に住み続けた者とを比較し

た大規模調査・分析をこれまで行ったことがなく、理由や背景が不明瞭で

ある。 

 

２ 目的 

  県外の高等教育機関を卒業した人材を県内企業等への就職につなげるため、

Ｕ・Ｉターンした理由や背景を調査・分析し、今後の機構の会員や関係部会等

の取組に資するものとする。 

 

３ 実施方針 

 (1) 調査対象 

   機構の会員（構成する企業・団体等を含む）に勤める従業員等 

   ※ 一度県外の企業等に就職した後、県内の企業等に転職した者を含む。 

   ※ 機構の会員の下部組織に勤務する従業員等を含む。 

 

 (2) 調査項目 

   別紙のとおり 

 

 (3) スケジュール 

・ アンケート実施（～８月） 

  ・ 結果取りまとめ・分析（～９月） 

  ・ 第２回ラウンドテーブルにて報告（11 月） 

 

 (4) アンケート方法 

   ホームページでの回答（県の電子申請・届出システムを活用） 

 

４ 実施者 

  ふるさといわて創造作業部会 

 

５ その他 

  本アンケートの分析結果をもとに、以降のラウンドテーブルの企画や新た

なアンケートの実施等も検討する。 

参考２ 



質問 回答方法 選択肢等

性別 いずれかに○ 男・女

現在の年齢（年代） いずれかに○ 20代・30代・40代・50代・60代以上

在籍した高校の所在地 いずれかに○ 岩手・その他（→都道府県（　　　　））

高校卒業後の進路 いずれかに○ 就職・進学（専修学校・短期大学・大学）

　→その最初の就職または進学先の所在地 いずれかに○ 岩手・その他（→都道府県（　　　　））

現在の家族構成 該当するもの全てに○ 祖父・祖母・父・母・配偶者・子ども（　　　）人

問A　県内への進学

県内に進学した理由 ３つまでに○

・学びたい分野（学部）が県内にあったから
・進学したい学校（大学等）が県内だったから
・県内の方が、就職に有利だと思ったから
・県内への進学を家族等から勧められたから
・家族（実家）の近くで学びたかったから
・地元（岩手）が好きだから
・経済的な負担が少ないから
・友人・知人がいたから
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（対象者：県内の大学等進学者）

当時の決断を今振り返った感想 いずれかに○
・県内で進学して良かったと思う
・どちらでもない
・県外で進学すれば良かった

その理由 自由記載

問B　県外への進学

県外に進学した理由
３つまでに○

・学びたい分野（学部）が県内になかったから
・進学したい学校（大学等）が県外だったから
・県外の方が、就職に有利だと思ったから
・一度は県外に出たいと思ったから
・県外への進学を家族等から勧められたから
・県外出身だから（高校入学前に住んでいた県に戻るため）
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（対象者：県外の大学等進学者）

当時の決断を今振り返った感想 いずれかに○
・県外に進学して良かったと思う
・どちらでもない
・県内で進学すれば良かった

その理由 自由記載

県内への就職の時期について いずれかに○ 新卒で就職・転職・その他
その時期（年齢） いずれかに○ 20代・30代・40代・50代・60代以上

問C　岩手県内への就職

岩手で就職した理由 ３つまでに○

・実家の近くで働きたかったから
・配偶者の実家の近くで働きたかったから
・親等の介護が必要なため
・希望する仕事があったから
・子育ての環境を考えて
・生活の利便を考えて
・希望に合う居住物件があったため
・友人・知人がいたため
・都会暮らしに疲れたため
・仕事以外の生活も充実させたいため
・最終学校の所在地のため
・豊かな自然環境にひかれたため
・企業によるU・I・Jターンの助成があったため
・行政によるU・I・Jターンの助成があったため
・自治体等からの熱心な勧めがあったため
・勤務先の都合（企業の統合など）
・自分のスキルや経験を活かせるのが県内だと思ったから
・地元（岩手）が好きだから
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（対象者：全員）

現在の企業に就職した理由 ３つまでに○

・自分の技能・能力・専門性が活かせる
・自分が成長できる、能力を伸ばすことができる
・仕事の内容・職種
・企業の規模・知名度
・企業が今後も成長すると期待できる
・企業の雰囲気が良い
・通勤に便利である
・賃金の条件がよい
・労働時間・休日・休暇の条件がよい
・研修制度が充実している
・企業（雇用）が安定している
・転勤がない・転勤の地域が限定されている
・女性が働き易い
・福利厚生がよい
・家庭の事情（介護・結婚・子育て等）
・自分の出身地
・最終学歴の学校の所在地
・家族からの勧め
・教職員からの勧め
・先輩が働いている・友人からの勧め
・海外に関わる仕事ができる
・岩手で働くことができる
・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

当時の決断を今振り返った感想 いずれかに○
・岩手で就職して良かったと思う
・どちらでもない
・県外で就職すれば良かった

その理由 自由記載

個人の属性

ｅｘ, 岩手→岩手 

   宮城→宮城 

ｅｘ, 岩手→宮城 

   宮城→岩手 

   宮城→東京 



いわて未来づくり機構 会則  
 

（名称） 

第１ 本組織は、「いわて未来づくり機構（以下「機構」という。）」という。 

（目的） 

第２ 機構は、岩手県内で活動する組織が智慧と行動力を結集するためのネットワークを構築

し、岩手県の地域社会の総合的な発展に向けて県民力を挙げオール岩手で取り組み、具体的

に実践していくことを目的とする。 

（構成） 

第３ 機構は、第２の設置目的に賛同し、事務局に入会の意思を表示した岩手県内で活動する

組織（以下「会員」という。）をもって構成する。 

（活動事項） 

第４ 機構は、第２の目的を達成するために次の活動を行う。 

(1) 岩手県の地域社会の総合的な発展に資する方策の検討及び実践 

(2) (1)に係る情報発信 

(3) 会員相互及びラウンドテーブルと会員の意見交換及び情報共有 

(4) (1)～(3)を行うためのネットワークづくり 

(5) その他、機構の目的を達成するために必要な事項の検討及び実践 

（ラウンドテーブル） 

第５ 機構にラウンドテーブルを置く。 

２ ラウンドテーブルメンバーの変更は、ラウンドテーブルメンバーの過半数の承認を得て行

う。 

３ ラウンドテーブルは、共同代表が必要と認めたとき開催する。 

４ ラウンドテーブルは、岩手県の地域社会の総合的な発展のために克服すべき重要な課題に

ついて意見を交換し、提言を行う。 

５ 必要に応じ、学識経験者等にラウンドテーブルへの出席を求めることができる。 

（共同代表） 

第６ 機構に共同代表を若干名置く。 

２ 共同代表は、ラウンドテーブルメンバーの中から互選する。 

３ 共同代表は、それぞれが機構を代表し、機構の業務を統括する。 

４ 共同代表の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（総会） 

第７ 総会は、共同代表が招集する。 

２ 総会の議長は、共同代表が務める。 

３ 総会は、次の事項を議決する。 

(1) 事業計画の決定及び変更 

(2) 事業報告の承認 

(3) 会則の制定及び改正 

(4) その他必要と認められる事項 

 



（企画委員会） 

第８ 機構に、活動の企画・調整を担う企画委員会を置く。 

２ 企画委員会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

３ 企画委員会に委員長を置く。 

４ 委員長は、企画委員の中から互選する。 

５ 企画委員会の運営については、別に定める。  

（作業部会） 

第９ 機構に、特定の課題に関する連携・協働の方針の策定、協働事業の企画立案及び協働事

業の実践並びに必要な調査研究等を行うため、作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会の設置及び廃止は、ラウンドテーブルで決定する。 

３ 作業部会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

４ 作業部会の運営については、別に定める。 

（会費） 

第10 機構の会費は、無料とする。ただし、一部事業の実施に伴い、参加負担金等を徴収する

ことができる。 

（事務局） 

第11 機構の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、ラウンドテーブルメンバーが協力して運営する。 

（その他） 

第12 この会則に定めるもののほか、機構の運営に関し、必要な事項は、共同代表が別に定め

る。 

 

附則 この会則は、平成20年４月24日から施行する。 

附則 この会則は、平成22年５月25日から施行する。 

附則 この会則は、平成23年7月19日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


